
 

 

周防大島町におけるデイサービス施設の整備状況 

－周防大島町における社会福祉協議会委託管理方式によるデイサービス施設の整備プロセス その 1－ 
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１．はじめに 

日本の総務省が公表した 2013 年度の人口動態調査によ

れば、日本の人口は 21万 7,000人減少し、高齢化率は

25%を超え、世界に類の無いスピードで少子高齢化が進行

している。大都市圏が人口規模を維持し高齢化の進行が

緩やかであるのに対し、地方では生産年齢層を中心に人

口が減少し、加速度的に高齢化が進行しており、少子高

齢化への対策を早急にとる必要がある。特に、支え手が

減る中で増大する高齢者の医療・福祉需要にいかに対応

すべきか、地方自治体は難しい選択を迫られている。ま

た、国も 2000年に介護保険を導入し、高まる高齢者福祉

の需要に応えるため、医療・福祉サービスの提供を医療

法人や社会福祉法人だけではなく NPO法人や営利法人に

開放し、多様な運営主体をサービス提供に参画させるこ

とにより、施設の量的拡充を目指している。しかし、高

齢者が一定地域に高密度に居住し需要が集中する都市部

では医療法人や営利法人が介護保険事業に参入し高齢者

福祉施設の量的拡充が進む一方、需要が拡散し利用圏が

広域になる過疎地域においては営利法人の参入は少なく、

今後も施設整備が進みにくいことが予想され、高齢化が

最も進行した過疎地域で施設整備が進み難い現状となっ

ている。 

施設整備に関する既往研究では建築･都市計画分野を中

心に施設の整備実態の把握、整備水準の評価、最適配置

計画の検討･提案等を行った研究 1-4)や、需要の特性を明ら

かにした研究成果 5)等がある。 

以上の背景より、本研究では少子高齢化が進んでいる

瀬戸内海の典型的な有人島である山口県周防大島町を調

査対象に、島全域におけるデイサービス施設の整備プロ

セスを明らかにし、今後の過疎地域での施設整備を進め

る際の基礎的知見を得ることを目的とする。 

 

２．研究の方法 

 本研究では以下の 2 点の調査手法を用い研究を進めた。 

① 統計資料によるデータベースの作成 

WEB サイト：山口県保険情報ガイド/サービス事業所デ

ータベース/通所介護(山口県長寿社会課)及び萩市社会福

祉課（要正式名称に変更）から得た最新の通所介護施設

一覧表より、通所介護施設のデータベースを作成し、島

全域の通所介護施設の整備プロセスを把握した。 

② 悉皆踏査調査 

得られた通所介護施設の建物使用状況を明らかにする

ため悉皆踏査調査を実施し位置を特定し施設外観の写真

撮影を行った。 

 

３．周防大島町の概要 

3.1 周防大島町の概要 
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図 2 周防大島町の人口と高齢化率の推移 

 

 

図 3 大字別人口増減率(1995-2010) 

 

 

図 4 周防大島町の施設配置図 

 

山口県周防大島町は山口県の南、瀬戸内海に面する島で

ある(図 1)。2004 年に大島町・久賀町・橘町・東和町が

合併し現在の周防大島町となっている。合併前の人口規

模は大島町が 7400 人、久賀町は 4500 人、橘町は 5200 人、

東和町は 5900 人であり、4 つの町に分かれていた島が一

つの町になっている。周防大島町の中心部は大島庁舎を

中心に小中学校、図書館等の公共施設や、郵便局、民間

医療施設、商業施設等が立地し、全町の中心として機能

している。橘町や東和町においても庁舎が立地し機能を

分担しており、久賀町も旧町村役場を利用した町の出張

所があり、郵便局、病院、小・中学校などが立地し、行

政・教育・福祉サービスを地域住民に提供する拠点とな

っている。しかし、島のため若年層の流出が問題となっ

ており、高齢者の単身世帯や夫婦のみ世帯が増えている

ため、高齢者施設の拡充が地域の課題である。 

3.2 自治体の変遷 

表 1 運営主体ごとの施設数の変化 

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013 合計

社会福祉法人 4 4
社会福祉協議会 6 6
医療法人 1 1
営利法人 2 4 6
NPO法人 1 1 2 4

合計 0 0 4 6 1 3 7 21  

 

 

図 5 周防大島町の整備プロセス 

 

周防大島町の自治体変遷を図 1 に示す。明治期は 33 自

治体存在していたが、その後 1888 年から 1989 年にかけ

て明治の大合併が起こり、久賀町以外の自治体を中心に

合併し、自治体数は 12 と半数以上に減少した。明治の大

合併以降、自治体数はほとんど変化しなかったが、1954

年から 1961 年にかけて昭和の大合併が起こり、大島町は

4 地区が合併し、久賀町は 2 地区、橘町は 2 地区、東和町

は 4 地区が合併し、自治体数は 4 にまで減少した。そし

て 2000 年から 2010 年にかけて平成の大合併が起こり、

現在の周防大島町となっている。このように、一定規模

以上の集落も散見されるが、沿岸部に小規模集落が分散

しているため、大規模合併を行いながら自治体単位を拡

大し現在の周防大島町に至っている。 

3.3 人口推移と高齢化の動向 

 周防大島町の人口と高齢化率の推移を図 2、小地域の

1995 年から 2010 の人口増減率を図 3 に示す。現周防大島

町の中心である旧大島町においても 1980 年以降一貫して

人口は減少し続けており、1980 年には 9,900 人であった

人口が 2010 年には 6,300 人となっており、30年間で人口 
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表 2 運営主体別の施設の 

建築形態 

 

 

       

 

 

 

 

社会福祉法人 
1990.3開設 1990.4開設 1990.2開設 

定員 25名 定員 20名 定員 30名 

   
軽費老人ホームに併設

する新設の施設で公設

民営型である 

特養と養護老人ホーム

に併設した施設で公設

民営型である 

特別養護老人ホームと同

敷地内に併設した公設民

営型新設の施設である。 

b 施設 ②   c 施設 ③    d 施設 ① 

図 6 社会福祉法人の施設の概要及び外観写真 

 

が約 34%も減少している。他の旧町においてもこの傾向は

更に顕著で、久賀町では 5,900 人（1980）から 3,700 人

（2010）となり約 35%、橘町では 8,400 人（1980）から

4,900 人（2010）となり約 41%、東和町では特に人口減少

が激しく 7,700 人（1980）から 4,200 人（2010）となり

約 45%も人口が減少している。一方で小松開作、家房は人

口が増加している注 1）。人口が減少する一方で 75 歳以上の

高齢化率は増加を続けており、1980 年では 10%であった

高齢化率が 2010 年には約 29%となっており、30 年間で急

速に高齢化が進行している。特に東和町は高齢化率が最

も高く、2010 年には 34％に達している。全人口は減少し

ているにもかかわらず高齢者人口は増加し続けており、

生産年齢人口が他都市に流出し高齢者が地域に残ったた

め急速な高齢化が進行したと考えられる。一方で 2010 年

を目処に高齢者人口も減少しており、高齢化が早く進ん

だ地域であると言える。 

 

４．周防大島町における整備プロセス  

4.1 社会福祉法人の参入（1990年代前半） 

周防大島町の施設配置図を図 4、運営主体別の施設数の

変化を表 1、整備プロセスを図 5 に示す。介護保険導入前

の 1990 年代前半には各町に 1 ヶ所社会福祉法人により、

特別養護老人ホーム及びデイサービス施設が整備されて

いた。旧町は各町に特別養護老人ホーム、デイサービス

施設を整備したいという考えが強く、東和町では民間の

社会福祉法人が 1979 年に特別養護老人ホームを整備して

おり、その後町からの要望により 1990 年にデイサービス 
 

営利法人 
2005.3開設 2010.4開設 2010.10開設 

定員 10名 定員 10名 定員 12名 

   
グループホーム及び軽

費老人ホームが同敷地

に併設した施設である 

宅老所から始めている

民家を活用した施設で

ある 

高齢者住宅が併設した

施設で建設会社が運営

をしている 

e 施設 ⑫    f 施設 ⑯   g 施設 ⑮ 

NPO法人 医療法人 

2004.10開設 2007.1開設 2012.10開設 

定員 15名 定員 10名 定員 30名 

   
幼稚園を活用した施設

で向かいにはグループ

ホームを新設している 

医療関係の人が集まっ

て開設した民家を活用

した施設である 

サービス付き高齢者住

宅等 7 施設が併設した

施設である 

h 施設 ⑪    i 施設 ⑬   j 施設 ⑳ 

図 7 営利法人等の施設の概要及び外観写真 

 

施設が整備されている。久賀町においても民間の社会福

祉法人が 1981 年に軽費老人ホームを整備しており、食事

を軽費老人ホームから配達してもらうと効率が良いと考

えたため、町が同敷地内に 1990 年町直営のデイサービス

施設を整備している。しかし、職員の確保等や人件費等

の問題があり、数年後に社会福祉法人に運営を委託して

いる。その後町からの要望により 1995 年別の敷地に特別

養護老人ホームを整備し、1999 年には特別養護老人ホー

ムと同敷地内に町がグループホームを整備し社会福祉法

人に譲渡している。 

大島町及び橘町では民間の社会福祉法人が施設整備に

積極的ではなかった。そのため、大島町では 1990 年、橘

町では 1993 年に町が特別養護老人ホームとデイサービス

施設を整備し、委託管理を受ける社会福祉法人を設立し

委託している。橘町では養護老人ホームが整備されてい

たため、隣接する形で新設し、大島町では庁舎の隣の敷

地に新設している。開設当初は介護保険制度導入前であ

り、自立の高齢者が利用していた。 

4.2 社会福祉協議会の参入（1990年代後半） 

1990 年代後半になると 1995 年に合併特例法が施行され、

合併特例債等の財政支援が行われることで合併が加速さ

れていく中、大島町、橘町、東和町では合併特例債を使

い高齢者施設を整備しようと考え、大島町では 1995 年に

2 施設、橘町では 1997 年に 1 施設、東和町では 1998 年に

2 施設、1999 年に 1 施設と 5 年間に 6 施設整備され、整

備水準は急速に上昇した。 

大島町ではデイサービス単独の施設が 2 ヵ所整備され、

社会福祉法人 

1993.4開設 

定員 25名 

 
特別養護老人ホームに

併設する新設の施設で

公設民営型である。 

a 施設 ④ 

新設
民家
改修

保育園
改修

マンショ
ン改修

合計

社会福祉法人 4 4
社会福祉協議会 6 6
医療法人 1 1
営利法人 2 3 1 6
NPO法人 2 2 4

合計 13 3 2 3 21
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1 ヵ所は比較的町の中心に近い場所に、1 ヵ所は中心から

離れた場所に整備されている。特に図 4⑥の施設は利用者

が減少傾向にあり、一時施設閉鎖も考えられたが、継続

して利用している高齢者を考慮し、2014 年 4 月から図 4

⑤の出張所として開設している。橘町では地域の交流セ

ンターに生活支援ハウスと訪問介護、デイサービスが併

設した施設が開設され、当初は橘町の住民の拠点施設で

あった。現在では地域の交流センターとしての機能が薄

れ、高齢者施設として機能している。東和町は高齢者人

口が多いため、3 施設整備され、1 施設は幼稚園が閉鎖後、

町と住民で土地の活用方法について話し合いを行い、高

齢者施設として活用されることになり、新しく建て直し

て開設している。1 施設は生活支援ハウスと訪問介護が併

設した施設であり、デイサービス専用室としては最も広

い空間を有す。1 施設はデイサービス単独の施設であり、

以前は訪問介護も行っていた。運営は全て大島町、橘町、

東和町の社会福祉協議会に委託されている。 

その後、2004 年合併を期に社会福祉協議会も合併され、

6 施設の運営となっている。介護保険制度導入前は社会福

祉法人が運営する特別養護老人ホーム併設型のデイサー

ビス施設が大半を占めているが、周防大島町では特別養

護老人ホームに併設したデイサービス施設 4 ヶ所に加え、

町により単独のデイサービス施設 6 ヶ所を合わせて 10 ヶ

所のデイサービス施設が整備されており、2000 年以前か

ら施設整備水準は高く、これは周防大島町の特徴と言え

る。 

4.3 営利法人及び NPO法人の参入（2005年以降） 

 2000 年から 2005 年の間、新規にデイサービス施設は整

備されず、初めて民間事業者がデイサービス事業に参入

したのは合併した 2004 年である。2005 年～2009 年では

大島町、久賀町への参入が集中しているのは事業採算性

を重視し、高齢者が集住している役場周辺に施設を展開

させる事例が多数であったためと考えられる。大島町で

は営利法人が参入しており、グループホーム併設型の施

設や軽費老人ホーム併設型の施設が整備された(図 7e)。

また、久賀町では NPO 法人が参入しており、幼稚園を活

用した施設や(図 7h)、民家を活用した施設(図 7i)があり、

既存の建物を改修し施設整備を行っている。 

2010 年以降では橘町や東和町にも営利法人が参入し、

橘町では民家を活用した施設が整備され(図 7f)、東和町

ではアパートを改修して、高齢者住宅の 1 階にデイサー

ビス施設を整備し、入居者が同じ建物内でデイサービス

を利用できる施設も整備されている(図 7g)。また、大島

町には医療法人により、デイサービスにサービス付き高

齢者向け住宅、グループホーム、小規模多機能型居宅介

護、訪問介護等 7 施設が併設した大規模な施設が整備さ

れている(図 7j)。以上のように施設整備が進み、整備水

準はさらに向上している。 

 

５．まとめ 

 本論文では、瀬戸内海の大規模な島である周防大島町

を事例に施設整備プロセスについて詳細な分析を行った。

得られた知見は以下の通りである。 

１）1990 年前半から町は各旧町に特別養護老人ホームと

デイサービス施設を整備したいという気持ちが強く、

大島町、橘町では町が整備を行い、管理委託のための

社会福祉法人を設立することで、整備を進めた。また、

1990 年代後半においても合併特例債を活用し、町が整

備し、社会福祉協議会に運営を委託しており、2000 年

以前から町が積極的に施設整備を進めている自自体と

言える。 

２）2000 年前半はデイサービス施設の整備が進まなかっ

たが、合併を期に営利法人や NPO 法人がデイサービス

事業に参入することにより施設整備が進んでいる。ま

た、初期コストを抑えるため民家や幼稚園など既存建

物を改修して開設した施設だけでなく、グループホー

ムや軽費老人ホームに併設したデイサービス施設も多

く新設されており、多様な施設展開を見せている。 
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注釈 

１）小松開作は町役場のある中心地のため増加したと考えられる。

また、家房は元々人口が少ない地域であり、1998 年に大島看護専

門学校が開講されたことから増加したと考えられる。 
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